
別紙　利用料金表　　

[ ショートステイ利用料金について ]
１．介護報酬単価（利用者負担額）

１割負担 ２割負担 3割負担

要支援１ ５２９円 １，０５８円 １，５８７円

要支援２ ６５６円 １，３１２円 １，９６８円

要介護１ ７０４円 １，４０８円 ２，１１２円

要介護２ ７７２円 １，５４４円 ２，３１６円

要介護３ ８４７円 １，６９４円 ２，５４１円

要介護４ ９１８円 １，８３６円 ２，７５４円

要介護５ ９８７円 １，９７４円 ２，９６１円

２．介護給付サービス加算　　該当する場合に加算されます。

サービス提供体
制強化加算Ⅱ

１８単位
緊急短期入所受
入加算

９０単位

送迎加算（片道
につき）

１８４単位
生産性向上推進体
制加算Ⅱ

１０単位

介護職員処遇改
善加算Ⅰ

14%

※緊急短期入所受入加算は要介護者のみ

３．食費及び滞在費

負担段階 滞在費（日額） 食費（日額）

第１段階 ８８０円 ３００円

第２段階 ８８０円 ６００円

第３段階① １，３７０円 １，０００円

第３段階② １，３７０円 １，３００円

第４段階 ２，０６６円 １，４４５円

１．２．３を合計したものが利用料となります。

※利用料金の一例

（例）要介護１で１泊２日利用（朝・昼・夕食各１回、送迎利用）、３段階①

　　　合計5,921円【内訳：介護サービス分（７０４円×２日）

＋送迎（３６８円）＋滞在費（１，３７０円×２日）＋食費（１，４０５円）】

要介護度
１日当たりの負担額

食費は１食当たり朝食４０５円・昼食５２０円・夕食５２０円ですが、所得に応
じて次のとおり負担限度額が設定されます。※事前に手続きをしてください。

【令和７年８月～】



介護保険制度、各種軽減制度（広尾町役場介護保険係でご確認ください。）

１　介護保険負担割合証（１～３割）：毎年8月に更新

２　介護保険負担限度額認定証：毎年8月に更新

段階

第4段階

３　社会福祉法人等による利用者負担の軽減制度：毎年8月に更新

■軽減の対象となる方
※下記①～⑥のすべてに該当する方または、生活保護を受給されている方

①

③

⑤

⑥

■軽減の内容

　　本人、配偶者（別世帯の配偶者を含む）及び世帯全員が区市町村民税非課税であるこ
と、かつ、 以下の利用者段階ごとに定められた収入・資産要件を満たすこと必要です。

　　短期入所サービスを利用する際の食費・居住費（滞在費）の費用は自己負担となりま
すが、申請により「負担限度額認定」を受けることで、食費・居住費（滞在費）が軽減さ
れます。

預貯金等の基準額

第1段階
夫婦：2,000万円以下

単身：1,000万円以下

本人の収入状況

第2段階
夫婦：1,650万円以下

単身：650万円以下

第3段階（1）
夫婦：1,550万円以下

単身：550万円以下

世帯全員（本人を含む）が、町民税非課税であること

②

④

世帯の前年中の収入金額が、150万円（世帯員が２人以上の場合は、
２人目から１人あたり50万円を加算した金額）以下であること

第3段階（2）
夫婦：1,500万円以下

単身：500万円以下

上記以外

老齢福祉年金や生活保護を受給してい
る

年金収入等が80万円以下

年金収入等が80万円超120万円以下

年金収入等が120万円超

上記以外

・「利用者負担額（１割負担分）」「食費・居住費の利用者負担額」の25％を減額
【生活保護受給者の場合】・「居住費の利用者負担額」の100％を減額

※収入金額には、非課税年金や年金生活者支援給付金、雇用保険、在日外国
人等福祉給付金、親族からの仕送り等、あらゆる収入を含みます。

世帯の現金・預貯金・有価証券・債権等の資産が、350万円（世帯員
が２人以上の場合は、２人目から１人あたり100万円を加算した金
額）以下であること

※町民税の扶養親族になっている場合や、健康保険の被扶養者となっている
場合は、負担能力のある親族等に扶養されていることになります。

負担能力のある親族等に扶養されていないこと

世帯全員（本人を含む）が、自らの住まい等、日常生活に供する資産
以外に住居や土地など、活用できる資産を所有していないこと

介護保険料を滞納していないこと


